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1. 本書において、文脈上別段の指示がある場合を除き、「当社」、「マクドナルド・コーポレーション」及び「マクドナル

ド」とは、文脈に応じてマクドナルド・コーポレーション又はマクドナルド・コーポレーション及びその子会社を指す。

2. 別段の記載がある場合を除き、本書に記載の「米ドル」及び「ドル」はアメリカ合衆国ドルを指す。本書において便宜上記

載されている日本円は、１ドル＝119.05円の換算率（平成27年4月17日現在における株式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電信

直物売買相場仲値）により換算されている。

3. 本書中の表で計数が四捨五入されている場合、合計は計数の総和と必ずしも一致しない。
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１【提出理由】

 

本報告書は、マクドナルド・コーポレーション（以下「当社」という。）が、マクドナルド・コーポレーション2012年

オムニバス・ストック・オーナーシップ・プラン（以下「本プラン」という。）に基づき、本邦以外の特定の地域におい

て新株予約権証券（以下「本新株予約権」という。）の募集を開始したため、金融商品取引法第24条の5第4項並びに企業

内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第1号の規定に基づき提出するものである。別途注記のない限り、本項におい

て使われている本書に定義のない用語は、本プランに定めるものと同じ意味を有する。

 

２【報告内容】

 

（1）本プランに基づく新株予約権証券の募集

 

ⅰ)　　2015年3月16日付与にかかる募集

 

本募集は、2012年2月8日に開催された当社取締役会の報酬委員会（以下「委員会」という。）の決議において採択され、

2012年5月24日に開催された当社の年次株主総会において適法に承認された本プランに基づき行われる。

 

発行数 3,965,393個

発行価格 無償

発行価額の総額 無償

新株予約権の目的となる株式の種類及

び内容

マクドナルド・コーポレーション

記名式額面普通株式（額面金額：0.01米ドル）(注１) (注2)

新株予約権の目的となる株式の数 新株予約権1個につき1株、全体で3,965,393株(注2)

新株予約権の行使に際して払い込むべ

き金額

本新株予約権1個につき97.15米ドル（11,566円）(注2)（注

3）

新株予約権の行使期間

自2016年3月16日至2025年3月16日(注4)（新株予約権は、付与

日の1年目、2年目、3年目、4年目の応当日にそれぞれ25％ずつ権

利が確定する。）

新株予約権の行使の条件
本プラン及び適用のあるストックオプション契約書に記載さ

れる条件に従うこと。

新株予約権の行使により株券を発行す

る場合の当該株券の発行価格のうちの

資本組入額

該当なし (注2)
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新株予約権の譲渡に関する事項

本プランに基づき付与された報奨はすべて、遺言又は相続

及び分配法によるものを除き、譲渡、抵当設定、担保差

入、売却、譲受け又は処分の対象とすることはできない。

ただし、委員会による別段の定めのない限り、付与対象者

は、付与対象者が死亡した場合に当該報奨を行使又は保有

することとなる受益者を書面で指名することができる。付

与対象者の死後に受益者が報奨を保有する場合、報奨の譲

渡は、遺言又は相続及び分配法によってのみ可能となる。

発行方法
本プランに参加する当社の適格従業員3,908名に割り当てら

れる。

引受人又は売出しを行う者の氏名又は名

称
該当なし

募集を行う地域

オーストリア、ベルギー、カナダ、中国、チェコ共和国、

デンマーク、フィンランド、ドイツ、香港、ハンガリー、

インド、アイルランド、イタリア、ルクセンブルグ、マ

レーシア、オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、

ポーランド、ポルトガル、ルーマニア、シンガポール、ス

ロバキア、韓国、スペイン、スウェーデン、スイス、台

湾、アラブ首長国連邦、英国、米国

提出会社が取得する手取金の総額並びに使途ごとの内容、金額及び支出予定時期

払込金額の総額(注) 発行諸費用の概算額 差引手取概算額

385,237,930米ドル

（45,862,575,567円）

20,000米ドル

(2,381,000円)

385,217,930米ドル

（45,860,194,567円）

（注）本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を意味し、本新株予約権が全て行使された

場合の最大見込額である。

手取金の使途

上記の差引手取概算額385,217,930米ドル（45,860,194,567

円）は、設備資金、及び業務運営上の経費支払等の一般運

転資金に充当する予定であるが、その具体的な内容や使途

別の金額、支出時期については、当社の事業上の必要性に

応じて決定する見込みであり、現時点では未定である。

新規発行年月日 2015年3月16日

当該有価証券を金融商品取引所に上場し

ようとする場合における当該金融商品取

引所の名称

該当なし

 

(注1)　 本新株予約権の目的となる株式は、自己株式を使用する予定である。

 

(注2)　 特定の変更時の調整

以下に記載する事項は、法の要求する当社株主による決議、適用税法又は当社株式が上場している取引所の規則に従

うものとする。
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(a) 報奨の原資株式　株式配当若しくは株式分割、資本再構成、吸収、合併、株式結合若しくは株式交換、又は同様の

企業変更により当社の発行済株式数が変更される場合、委員会が付与する報奨の対象となる株式の最大数並びに1年

間に各付与対象者に付与する報奨の対象となる株式の最大数は、委員会が適切に調整するものとする。その他の事

象又は取引により当社の発行済株式数が変更される場合、委員会は、委員会が適切とみなす限りにおいて、報奨に

関連して提供される株式の数及び種類を調整することができる。

(b) 無償での発行済み株式の増減　当社株式の再分割若しくは株式結合、又は株式配当（ただし、当社株式によるもの

とする。）の支払により当社の発行済み株式数が増減する場合、或いはその他、当社からの対価の支払いなく当社

の株式数が増減する場合、委員会は、委員会が適切とみなす限りにおいて、未行使報奨の原資株式の数及びかかる

報奨の1株当り行使価格を調整することができる。

(c) 特定の吸収合併の場合　吸収、合併又は同様の取引により、株式保有者がかかる取引の存続会社の有価証券のみで

構成される対価を受領する場合、委員会は、委員会が適切とみなす限りにおいて、報奨の原資株式の保有者がかか

る吸収合併において受領したであろう有価証券数に相当するものとなるよう、吸収合併日現在における未行使の各

報奨を調整することができる。

(d) 特定のその他の取引　(ｉ)当社の解散又は清算、(ⅱ)（連結ベースでの）当社資産の全部又は実質的に全部の売

却、(ⅲ)合併、統合又は株式保有者が有価証券若しくはその他現金等の財産（かかる取引における存続会社の株式

を除く。）を受取ることとなる当社に係る同様の取引、が行われる場合、当社は、単独の裁量権により以下のこと

をなす権限を有する。

(ｉ)かかる事象の発生の直前に各報奨（その時点で行使可能であるか、権利確定済みであるかを問わない。）を解約

すること、また、かかる解約においては、当該報奨の原資株式1株について、委員会の決定する当該報奨の価値に

相当する額を対価として現金にて付与対象者に支払うこと。ただし、未行使のストックオプションの価値は、(A)

当該事象の結果株式保有者が受取る（現金を含む）財産について当社が決定する価値が、(B)当該ストックオプ

ションの行使価格を上回る場合の差額に相当するものとする。

(ⅱ)各報奨（その時点で行使可能であるか、権利確定済みであるかを問わない。）の代わりに、当該報奨の原資株式

数の保有者がかかる取引で支給されたであろう財産の一部又は全てについて新たな報奨を支給すること、それに

付随して、委員会の決定により当該報奨の行使価格又は報奨の原資株式数若しくは財産額の調整を行うこと、或

いはまた、当該報奨の一部対価として、かかる報奨の付与対象者に対し（現金又は財産による）支払を行なうこ

と。

(e) その他の変更　当社の株式資本に変更のあった場合、或いは前述の第22(b)(c)(d)に特段の記載のない支配権の変更

のあった場合、委員会は、かかる変更発生日現在未行使の報奨の原資株式の数及び種類、並びに委員会が適切とみ

なす当該報奨のその他の条件を変更することができる。ただし、かかる報奨の趣旨が適格パフォーマンス報奨であ

ることの場合、かかる調整は内国歳入法第162条(m)の規定に準じなければならない。
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(f) その他の権利　付与対象者は、本プランに明示的に規定されていない限り、（種類に関らず）株式の分割又は結

合、配当の支払、（種類に関らず）株式数の増減、当社又はその他の会社の解散、清算、合併又は統合を理由に、

何らかの権利を有することはないものとする。プランに明示的に規定されていない限り、当社がいかなる種類の株

式を発行する場合でも、またいかなる種類の株式に転換可能な有価証券を発行する場合でも、報奨の対象となる株

式の数や財産の額又は諸条件に影響を与えることはなく、また、上記を理由にこれらについていかなる調整が行な

われることもない。

(g) 保留条項　本第22条のいかなる規定も、内国歳入法第409A条に基づき納税義務を発生せしめることとなる場合は、

実施されないものとする。

 

(注3)　 本新株予約権の行使時の払込金額の額は、公正市場価格すなわち、オプションの付与日である2015年3月16日のニュー

ヨーク証券取引所における当社普通株式の最終の売値に基づいている。本新株予約権の行使時の払込金額の総額は、

385,237,930米ドル（45,862,575,567円）である。

 

(注4)　 本新株予約権は、本プランの条件に従い、付与日の第1、第2、第3及び第4応当日の4回において均等に権利確定する。

 

 

ⅱ)　　2015年5月14日付与にかかる募集

 

本募集は、2012年2月8日に開催された当社取締役会の報酬委員会（以下「委員会」という。）の決議において採択され、

2012年5月24日に開催された当社の年次株主総会において適法に承認された本プランに基づき行われる。

 

発行数 175,266個

発行価格 無償

発行価額の総額 無償

新株予約権の目的となる株式の種類及

び内容

マクドナルド・コーポレーション

記名式額面普通株式（額面金額：0.01米ドル）(注１) (注2)

新株予約権の目的となる株式の数 新株予約権1個につき1株、全体で175,266株(注2)

新株予約権の行使に際して払い込むべ

き金額

本新株予約権1個につき97.71米ドル（11,632円）(注2)（注

3）

新株予約権の行使期間

自2016年5月14日至2025年5月14日(注4)（新株予約権は、付与

日の1年目、2年目、3年目、4年目の応当日にそれぞれ25％ずつ権

利が確定する。）

新株予約権の行使の条件
本プラン及び適用のあるストックオプション契約書に記載さ

れる条件に従うこと。

新株予約権の行使により株券を発行す

る場合の当該株券の発行価格のうちの

資本組入額

該当なし (注2)
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新株予約権の譲渡に関する事項

本プランに基づき付与された報奨はすべて、遺言又は相続

及び分配法によるものを除き、譲渡、抵当設定、担保差

入、売却、譲受け又は処分の対象とすることはできない。

ただし、委員会による別段の定めのない限り、付与対象者

は、付与対象者が死亡した場合に当該報奨を行使又は保有

することとなる受益者を書面で指名することができる。付

与対象者の死後に受益者が報奨を保有する場合、報奨の譲

渡は、遺言又は相続及び分配法によってのみ可能となる。

発行方法
本プランに参加する当社の適格従業員122名に割り当てられ

る。

引受人又は売出しを行う者の氏名又は名

称
該当なし

募集を行う地域 カナダ、フランス、米国

提出会社が取得する手取金の総額並びに使途ごとの内容、金額及び支出予定時期

払込金額の総額(注) 発行諸費用の概算額 差引手取概算額

17,125,241米ドル

（2,038,759,941円）

20,000米ドル

(2,381,000円)

17,105,241米ドル

（2,036,378,941円）

（注）本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を意味し、本新株予約権が全て行使された

場合の最大見込額である。

手取金の使途

上記の差引手取概算額17,105,241米ドル（2,036,378,941

円）は、設備資金、及び業務運営上の経費支払等の一般運

転資金に充当する予定であるが、その具体的な内容や使途

別の金額、支出時期については、当社の事業上の必要性に

応じて決定する見込みであり、現時点では未定である。

新規発行年月日 2015年5月14日

当該有価証券を金融商品取引所に上場し

ようとする場合における当該金融商品取

引所の名称

該当なし

 

(注1)　 本新株予約権の目的となる株式は、自己株式を使用する予定である。

 

(注2)　 特定の変更時の調整

以下に記載する事項は、法の要求する当社株主による決議、適用税法又は当社株式が上場している取引所の規則に従

うものとする。

(a) 報奨の原資株式　株式配当若しくは株式分割、資本再構成、吸収、合併、株式結合若しくは株式交換、又は同様の

企業変更により当社の発行済株式数が変更される場合、委員会が付与する報奨の対象となる株式の最大数並びに1年

間に各付与対象者に付与する報奨の対象となる株式の最大数は、委員会が適切に調整するものとする。その他の事

象又は取引により当社の発行済株式数が変更される場合、委員会は、委員会が適切とみなす限りにおいて、報奨に

関連して提供される株式の数及び種類を調整することができる。
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(b) 無償での発行済み株式の増減　当社株式の再分割若しくは株式結合、又は株式配当（ただし、当社株式によるもの

とする。）の支払により当社の発行済み株式数が増減する場合、或いはその他、当社からの対価の支払いなく当社

の株式数が増減する場合、委員会は、委員会が適切とみなす限りにおいて、未行使報奨の原資株式の数及びかかる

報奨の1株当り行使価格を調整することができる。

(c) 特定の吸収合併の場合　吸収、合併又は同様の取引により、株式保有者がかかる取引の存続会社の有価証券のみで

構成される対価を受領する場合、委員会は、委員会が適切とみなす限りにおいて、報奨の原資株式の保有者がかか

る吸収合併において受領したであろう有価証券数に相当するものとなるよう、吸収合併日現在における未行使の各

報奨を調整することができる。

(d) 特定のその他の取引　(ｉ)当社の解散又は清算、(ⅱ)（連結ベースでの）当社資産の全部又は実質的に全部の売

却、(ⅲ)合併、統合又は株式保有者が有価証券若しくはその他現金等の財産（かかる取引における存続会社の株式

を除く。）を受取ることとなる当社に係る同様の取引、が行われる場合、当社は、単独の裁量権により以下のこと

をなす権限を有する。

(ｉ)かかる事象の発生の直前に各報奨（その時点で行使可能であるか、権利確定済みであるかを問わない。）を解約

すること、また、かかる解約においては、当該報奨の原資株式1株について、委員会の決定する当該報奨の価値に

相当する額を対価として現金にて付与対象者に支払うこと。ただし、未行使のストックオプションの価値は、(A)

当該事象の結果株式保有者が受取る（現金を含む）財産について当社が決定する価値が、(B)当該ストックオプ

ションの行使価格を上回る場合の差額に相当するものとする。

(ⅱ)各報奨（その時点で行使可能であるか、権利確定済みであるかを問わない。）の代わりに、当該報奨の原資株式

数の保有者がかかる取引で支給されたであろう財産の一部又は全てについて新たな報奨を支給すること、それに

付随して、委員会の決定により当該報奨の行使価格又は報奨の原資株式数若しくは財産額の調整を行うこと、或

いはまた、当該報奨の一部対価として、かかる報奨の付与対象者に対し（現金又は財産による）支払を行なうこ

と。

(e) その他の変更　当社の株式資本に変更のあった場合、或いは前述の第22(b)(c)(d)に特段の記載のない支配権の変更

のあった場合、委員会は、かかる変更発生日現在未行使の報奨の原資株式の数及び種類、並びに委員会が適切とみ

なす当該報奨のその他の条件を変更することができる。ただし、かかる報奨の趣旨が適格パフォーマンス報奨であ

ることの場合、かかる調整は内国歳入法第162条(m)の規定に準じなければならない。

(f) その他の権利　付与対象者は、本プランに明示的に規定されていない限り、（種類に関らず）株式の分割又は結

合、配当の支払、（種類に関らず）株式数の増減、当社又はその他の会社の解散、清算、合併又は統合を理由に、

何らかの権利を有することはないものとする。プランに明示的に規定されていない限り、当社がいかなる種類の株

式を発行する場合でも、またいかなる種類の株式に転換可能な有価証券を発行する場合でも、報奨の対象となる株

式の数や財産の額又は諸条件に影響を与えることはなく、また、上記を理由にこれらについていかなる調整が行な

われることもない。

(g) 保留条項　本第22条のいかなる規定も、内国歳入法第409A条に基づき納税義務を発生せしめることとなる場合は、

実施されないものとする。
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(注3)　 本新株予約権の行使時の払込金額の額は、公正市場価格すなわち、オプションの付与日である2015年5月14日のニュー

ヨーク証券取引所における当社普通株式の最終の売値に基づいている。本新株予約権の行使時の払込金額の総額は、

17,125,241米ドル（2,038,759,941円）である。

 

(注4)　 本新株予約権は、本プランの条件に従い、付与日の第1、第2、第3及び第4応当日の4回において均等に権利確定する。

 

 

（2）当社の資本金の額及び発行済株式総数

　ア　当社の資本金の額

普通株式：　　16.6百万米ドル（1,976百万円相当額）

（2015年3月31日現在）

払込剰余金：　6,312.3百万米ドル（751,479百万円相当額）

（2015年3月31日現在）

 

　イ　発行済株式総数

958,514,890株　(2015年3月31日現在）
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（3）その他参照事項

以下に「マクドナルド・コーポレーション2012年オムニバス・ストック・オーナーシップ・プラン」を掲げる。

 

[訳文]

 

マクドナルド・コーポレーション

2012年オムニバス・ストック・オーナーシップ・プラン

（株主決議日：2012年5月24日）

 

プラン

デラウェア法人であるマクドナルド・コーポレーション（以下「当社」という。）は、2012年オムニバス・ストック・オー

ナーシップ・プランを策定し、本プランは当社の2012年5月24日に開催された年次株主総会において承認された。本プランは、

2012年6月1日より有効となり、ストックオプション、株式賞与、配当同等物、制限株式ユニット及びその他の株式に基づく報

奨を付与することを認めるものである。本プランは修正版2001年オムニバス・ストック・オーナーシップ・プラン（2011年2月

9日までの改正を含む。）に代わるものであり、2012年6月1日以降に付与される全報奨（以下に定義）に適用されるが、米国外

で適用されうる現地の法規制に準じるため必要となる場合は変更される。

 

1.　　目的

本プランの目的は、主として当社がその営業活動の成功のためにその判断と努力に依存している当社の従業員並びに非従業員

の取締役が、当社の個人的な財務的利害関係をより強固にすることを推奨し可能とすることにより、当社の利益を推進するこ

とにある。かかる財務的利害関係と株式所有権の取得はかかる従業員及び取締役が当社のために遂行する努力を刺激し、当社

において役務を継続する希望を強固にし、また株式所有権を通じて株主及び企業家的な観点をもつことを促進することが期待

される。またさらに、かかる財務的利害関係と株式所有権を取得する機会は、有望な新入社員にとって魅力的なものとなり、

当社がかかる従業員を惹き付けることを支援することが期待される。

 

2.　　定義

本プランで使用されるとおり、以下に定義される用語は以下の意味を有する（かかる意味は定義される用語の単数又は複数の

どちらにおいても同等に適用される。）

 

(a) 「報奨」とは、本プランに基づき付与された、ストックオプション、制限株式ユニット、株式賞与、配当同等物及びそ

の他の株式に基づく報奨を意味する。さらに、第3条(d)については、「報奨」とは旧プランに基づき付与された報奨を

意味する。

(b) 「報奨契約」とは第4条(d)(iv)に明記される意味を有する。

(c) 「取締役会」は当社の取締役会を意味する。

(d) 「事業結合」とは第2条(g)(iii)に明記される意味を有する。
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(e) 「営業日」とは、当社の普通株式が上場している、又は取引の認可を受けた主要な証券取引所が営業を行っている日を

意味する。

(f) 「事由」とは、(i)付与対象者が当社又は当社の従業員である場合、かかる付与対象者による不正、詐欺、非合法行為又

は不道徳に関連する行為を意味し、また(ii)付与対象者が当社の非従業員取締役又は上級取締役である場合は、当社の

改訂基本定款第12条(c)に基づく事由を意味する。

(g) 「支配権の変更」とは、以下の事象のいずれかの発生を意味する。

(ｉ)(A)その時点における当社の発行済株式（以下「発行済当社普通株式」という。）又は(B)通常取締役選任において議

決権を有する当社のその時点における発行済議決権付有価証券の総議決権、のいずれかの20%以上の「実質持分」

（1934年法に発布された規則13d-3の意味の範囲内におけるもの。）をいずれかの者が取得した場合。ただし、本第2

条(g)(i)の目的においては、以下の取得は支配権の変更を構成しないものとする。

(1) 当社からの直接取得

(2) 当社による取得

(3) 当社又は当社が支配権を有する事業体が支援又は維持する従業員給付制度(又は関連する信託)を通じた取得、ある

いは

(4) 第2条2(g)(ⅲ)(A)、(B)及び(C)に則した取引に基づく事業体による取得

(ⅱ)本書適用日現在の取締役会（以下「在任取締役会」という。）の構成員が、理由の如何を問わず、取締役会の過半数

を構成しなくなった場合。ただし、本書適用日以後に、取締役の選任又は株主推薦がその時点の在任取締役会を構成

する取締役の過半数の決議により承認された場合、かかる個人は在任取締役会の一員とみなされるものとする（ただ

しこの場合、かかる個人の取締役就任が、取締役（ら）の選任若しくは解任に関する選挙若しくは選挙の可能性の結

果発生した場合、又は取締役会以外の者若しくは代理による委任状勧誘若しくは同意勧誘又はその可能性の結果発生

した場合の者を除く。）。

(ⅲ)事業再編成、合併、法定株式交換若しくは株式合併又は当社又は当社が支配権を有する事業体に関連する類似の企業

取引、又は当社の資産の全て若しくは実質的に全ての売却その他処分、当社又は当社が支配権を有する事業体による

別事業体の資産又は株式の取得（以下、各々「事業結合」という。）の場合。ただし、次の場合を除く。かかる事業

結合後、(A)かかる事業結合の直前に発行済当社普通株式及び発行済当社議決権付有価証券の実質所有者であった個人

又は事業体の全員又は実質的に全員が、かかる事業結合により生じた企業（かかる取引によって、直接若しくは1社以

上の子会社を通じて、当社又は当社資産の全部若しくは実質的に全部を所有する事業体を含むが、これに限定されな

い。）の、その時点で発行済の普通株式及び場合によっては通常は取締役選任において投票権を有するその時点で発

行済の議決権付有価証券の総議決権の60%以上を、かかる事業結合直前におけるかかる発行済当社普通株式及び発行済

当社議決権付有価証券の持分と実質的に同等の割合において、直接又は間接に実質保有している場合、(B)いかなる者

も（かかる事業結合から生じた事業体、又は当社若しくはかかる事業結合から生じた事業体の従業員給付制度(又は関

連信託)を除く。）、直接又は間接的にかかる事業結合により生じた企業のその時点で発行済の普通株式又はかかる企

業のその時点で発行済の議決権付有価証券の20%以上を実質所有していない場合（ただし、かかる所有権がかかる事業

結合前に存在した場合を除く。）、並びに(C)かかる事業結合により生じた事業体の取締役会の構成員の過半数以上

が、かかる事業結合を定める当初契約締結又は取締役会決議の時点において、在任取締役であった場合。
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(ⅳ)当社の株主による当社の完全清算又は解散についての承認。

(h) 「内国歳入法」とは、改訂版1986年米国内国歳入法並びにその規則及び規制事項を意味する。内国歳入法の特定の条文

又はそれに基づく規則への言及は、承継条項への言及を含むものとする。

(i) 「委員会」とは、第4条(a)に明記される意味を有する。

(j) 「当社」とは、第1項に明記される意味を有する。

(k) 「障害」とは、それが従業員に関するものである場合、(a)マクドナルド・コーポレーション・ロングターム・ディスア

ビリティ・プラン若しくは当該従業員の雇用主が維持するその他の長期障害制度に基づく給付を受領している、若しく

は受領する資格を有する精神・身体状態、又は(b)発症時に当該従業員が割り当てられていた仕事又は当該従業員の職務

を遂行することが、相応の便宜の有無にかかわらず、永久に不可能である又は遂行する能力がない状態となる精神又は

身体状態（これについての判断は、診断書及び委員会がその唯一の裁量において妥当とみなすその他の適格な証拠に基

づき委員会により下される。）を意味する。

「障害」とは、それが非従業員取締役及び上級取締役に関するものである場合、永久又は1年を超える不定期間における

取締役又は上級取締役としての職務履行を阻む身体又は精神状態を意味する。

(l) 「配当同等物」とは、第6条(d)に基づきなされる報奨を意味する。

(m) 「従業員」とは、当社、関係会社及び／又は子会社の従業員を指し、現時点でこれら会社の従業員名簿に記載されてい

る個人を意味する；「従業員」には、かかる個人が、当社、関係会社、子会社の独立請負人又はコンサルタントである

場合、或いは、かかる個人が、人材紹介会社、コンサルタント、派遣業者又は当社、関係会社、子会社以外の会社の従

業員である場合、含まれないものとする。また、かかる個人が、当該期間中、当社、関係会社、子会社のコモンロー上

の従業員であったとその後判断されたか否か、又はその後遡及的に再分類されたか否かを問わないものとする。「雇

用」の意味するところは相関的である。当委員会はその裁量により、米国外で勤務する被付与者に対して支給される付

与に関連し、当該報奨契約における「従業員」及び「雇用」について異なる定義を採用することができる。

(n) 「適用日」とは、2012年6月1日を意味する。

(o) 当社の有価証券の「公正市場価値」とは、該当日現在における、ニューヨーク証券取引所の通常の営業時間終了時点に

おける当該有価証券の終値、又は、当該日にかかる有価証券の売買行為がない場合には、かかる売買が行われた、かか

る当該日直前日を意味する。

(p) 「フォーリン・エクイティ・インセンティブ・プラン」は第14条に明記する意味を有する。

(q) 「付与日」とは第6条(a)(i)に明記する意味を有する。

(r) 「付与対象者」とは、報奨を付与された者を意味する。

(s) 「～を含む」とは、「～を含むがこれ（ら）に限定されない」という意味である。

(t) 「在任取締役」とは、第2条(g)(ii)に明記される意味を有する。

(u) 「最低対価」とは、（デラウェア州一般会社法第154条の意味の範囲内において）取締役会の決議に基づき決定された

「資本」とすべき1株当り0.01ドル又はそれ以上の額を意味する。

(v) 「最低権利確定要件」とは、本第12条、13条及び21条に従うことを条件に、最低権利確定要件の対象となる報奨が、付

与日の1年目の応当日までは没収不可とはならないことを意味する。

(w) 「1934年法」とは、改正1934年証券取引法並びに同法に基づく規則及び規制事項を意味する。1934年法の特定の条文又

は同法に基づく規則への言及は、これに取って代わる後継規定への言及を含むものとする。

(x)「非従業員取締役」とは、当社の従業員ではない取締役会構成員を意味する。
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(y)「オプション価格」とは、ストックオプションの対象となる株式の1株あたりの購入価格を意味する。

(z)「その他の株式に基づく報奨」とは、第6条(f)に基づきなされる報奨を意味する。

(aa)「発行済当社普通株式」とは、第2条(g)(i)に明記される意味を有する。

(bb)「発行済当社議決権付有価証券」とは、第2条(g)(i)に明記される意味を有する。

(cc)「者」とは、1934年法第13条(d)(3)又は“14条(d)(2)の意味の範囲において「個人」、「事業体」又は「グループ」を

意味する。

(dd)「旧プラン」とは、修正版マクドナルド・コーポレーション2001年オムニバス・ストック・オーナーシップ・プラン(そ

の後の改訂を含む。)、マクドナルド・コーポレーション1992年ストック・オーナーシップ・インセンティブ・プラン

（その後の改訂を含む。）及びマクドナルド・コーポレーション1975年ストック・オーナーシップ・オプション・プラ

ン（その後の改訂を含む。）を意味する。

(ee)「適格パフォーマンス報奨」とは、第23条に定めるとおり、内国歳入法第162条(m)の例外規定の資格を有することを意

図された報奨を意味する。

(ff)「適格パフォーマンス目標」とは、適格パフォーマンス報奨の付与に関連して委員会が設定したパフォーマンス目標を

意味する。適格パフォーマンス報奨の付与は、(i)1つ以上の特定のパフォーマンス目標の規定レベルの達成に基づき、

且つ(ii)内国歳入法第162条(m)に規定される期間内に委員会が設定するものである。ただし、ストックオプション又は

株式評価益権の場合、適格パフォーマンス目標は、委員会による特別な行為なしに設定されたとみなされる。これは、

かかる報奨の対象となる株式の価値が、付与対象者がストックオプション又は株式評価益権の行使を通じて報酬を実現

するために、付与日現在の公正市場価値（又はそれより高い値）を上回る価額まで上昇しなければならないという理由

による。

(gg)「制限株式ユニット」又は「RSU」は、第6条(e)に基づき支給される報奨を意味する。

(hh)「セクション16に基づく付与対象者」とは、当社の持分証券に係る取引に関して1934年法セクション16(B)に基づく潜在

的責任の対象者を意味する。

(ii)「セクション162(m)の例外規定」とは、内国歳入法セクション162(m)(4)(C)に定める、内国歳入法セクション162(m)に

より課される税控除制限の例外規定を意味する。

(jj)「役務により権利確定する報奨」とは、当社及びその子会社の従業員として、又は当社の非従業員取締役としての付与

対象者の役務継続のみがその権利確定の条件となる報奨を意味する。

(kk)「規定パフォーマンス目標」とは、当社全体又は子会社、当社の一部門又はその他の部署単位に適用される指標で、収

益、営業利益、純利益、基本的若しくは希薄化後1株当り収益、売上利益率、総資産利益率、株主資本利益率、総資本収

益率、総株主利益率、或いは、その他米国のGAAPに従い決定されうる財務指標を意味する。

(ll)「株式」とは、当社普通株式（1株当り額面額0.01ドル）を意味する。

(mm)「子会社」とは、当社が、直接又は子会社の介在を通じて全クラス株式における25%以上の総議決権又は持分価額を、又

は非法人事業体の場合は、資本及び利益の25%以上の持分を保有している事業体を意味する。

(nn)「取締役職の終了」とは、非従業員取締役が取締役会のメンバーでなくなった初日を意味する。

(oo)付与対象者の「雇用の終了」とは、当社が決定する当社及び子会社での付与対象者の雇用の終了を意味する。
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3.　　プランの範囲

(a) 2011年12月31日現在、旧プランに基づき将来の付与に提供され得る株式の数は27,610,823株であった。本プランが承認

された場合、これらの株式（2011年12月31日から2012年5月31日までの間に付与される報奨の対象となる株式を含

む。）、追加株式27,500,000株、及び以下（d）に記載の旧プランに戻される株式が、本プランに基づく将来の付与にお

いて提供され得ることとなるが、本プランに従って付与対象者に提供される株式の総数は、本第3項のその他規定と第22

項に定める調整に従うことを条件として、56百万株を超えないものとする。かかる株式は自己株式、新規発行株式、又

はその両方のいずれかとし、取締役会又は第4項に従い任命される委員会が随時決定することができる。

(b) 第22条に定める調整に従うことを条件として、ストックオプション又は株式評価益権が付与対象者に1年間に付与され得

る最大株式数は2百万株とし、付与対象者に制限株式及びその他の株式に基づく報奨の形態で（いずれも適格パフォーマ

ンス報奨である。）1年間に付与され得る最大株式数は500,000株とする（。本第3条に定めるその他の規定と第22条に定

める調整に従うことを条件として、本プランに基づき付与され得る株式数は1,000,000株までとする。

(c) 本プランに基づき付与される報奨が、適用日以後、全額行使されずに何らかの理由で満了若しくは終了した、又は失権

若しくは現金清算された場合又はその程度において、かかる報奨の満了、終了又は失権部分に関連する株式数（制限株

式を含む。）は、その他の報奨のために利用可能であるものとする。いかなる場合も、株式評価益権の行使に基づき提

供されるとみなされる株式数は、その付与又は行使価格を示すものではなく、その株式は行使により付与対象者に提供

されない。

(d) 旧プランに基づき付与される報奨は、適用日以後、全額行使されずに何らかの理由で満了若しくは終了した、又は失権

若しくは現金清算された場合又はその程度において、かかる報奨の満了、終了又は失権部分に関連する株式数（制限株

式を含む。）は、本プランに基づく報奨のために利用可能であるものとする。適用日以後、付与対象者が本プラン若し

くは旧プランに基づき付与されるストックオプションのオプション価格を支払うため、又は本プラン若しくは旧プラン

に基づき付与される報奨に関する源泉徴収税を支払うために、付与対象者により（実際の提供により又は証明書を通じ

て）保有される株式を使用する場合、提供又は証明されていた株式には、本プランに基づく提供のために利用可能な株

式数が加えられるものとする。本プランに基づき付与されるストックオプションの対象となる株式が適用日以後、当該

ストックオプションのオプション価格を支払うために源泉徴収される場合、又は本プランに基づき付与される報奨の対

象となる株式が何らかの源泉徴収債務を支払うために源泉徴収された場合、かかる株式は、本プランに基づき提供のた

めに利用可能な最大株式数を決定するうえで、提供されたとはみなされない。旧プランに基づき付与された報奨の対象

となる株式数が何らかの源泉徴収債務を支払うために源泉徴収された場合、かかる株式は、本プランに基づき提供に利

用可能な最大株式数に加えられる。上記に関らず、本第3条(d)の上記規定に従い本プランに基づき付与される報奨に利

用可能ないかなる株式も、第6条(f)に基づくインセンティブ・ストックオプションの付与に利用することはできない。
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4.　　運営

(a) 第4条(b)に従うことを条件として、本プランは取締役会が任命する委員会（以下「委員会」という。）によって運営さ

れるものとする。委員会の構成員は全員が「社外取締役」（セクション162(m)の例外規定の目的上の解釈と定義がなさ

れる。）とする。委員会の公正もまた、取締役会が本プランに基づく株式の取引が1934年法の規則16b－3に基づく責任

の例外となることを許容するため、また株式が上場されている国内の証券取引所の「独立性」の要件を充足するために

取締役会が適切とみなした制限に服するものとする。

(b) 取締役会はその裁量において、委員会の権限及び責任の一部及び全部を取締役会に留保することができる。取締役会が

委員会の権限及び責任を取締役会に留保した場合、本プラン内における全ての委員会についての言及は、取締役会への

言及として置き換えられるものとする。

(c) 委員会は、その裁量において、本プランの明文（第23条(e)を含むがこれに限定されない。）に従うことを条件として、

以下の完全且つ最終的な権限を有するものとする。

(ｉ)報奨の付与

(ⅱ)(A)報奨が付与され得る時期、及び(B)特定の報奨がその他の特定の報奨と同一視されるものか否か、また同一視され

るものの場合、かかる報奨は、かかるその他の特定の報奨と累積して、又はそれに代わって行使可能とするかどうか

を判断すること

(ⅲ)本プランを解釈すること

(ⅳ)制限又は条件を含むがこれに限定されない、全報奨の全諸条件を決定すること（委員会がふさわしいとみなしたパ

フォーマンス基準の規定と、ストックオプション行使により取得される株式に関する制限の賦課を含む。これら制限

事項は付与対象者の雇用終了又は取締役職の終了後も継続し得る。）。かかる諸条件は各報奨の書面契約（電子書式

を含む。）（以下「報奨契約」という。）にも記載されるものとする。報奨契約は、同一である必要はなく、付与対

象者の同意があれば、いかなる時もかかる報奨契約も変更することができる。

(ｖ)第14条に定めるフォーリン・エクイティ・インセンティブ・プランを適用又は海外子会社による適用を認可すること

(vi)本プランに基づく義務及び責務の一部又は全部を、委員会がふさわしいとみなす個人又はグループに委任すること。

ただし、セクション16に基づく付与対象者と適格パフォーマンス報奨に関する委員会の義務及び責務を除く。かかる

被委任者の行為は委員会の行為として本プランにより取り扱われるものとし、かかる被委任者は委員会に対して、委

任した義務及び責務に関して報告するものとする。

(ⅶ)何らかの理由により、最低権利確定要件を除く、報奨又は一連の報奨について、その行使可能性を繰り上げること、

並びに適用される制限事項及び条件の一部又は全部を繰上げ又は撤回すること。ただし、当該繰上げ又は撤回によ

り、内国歳入法第409A条において税金の支払い義務が生じない場合に限る。

(ⅷ)第6条(a)(ii)を条件として、報奨又は一連の報奨が行使可能又は稼得可能である期間を延長すること。ただし、当該

延長により、内国歳入法第409A条において税金の支払い義務が生じない場合に限る。

(ⅸ)米国外で働く付与対象者に対し付与される報奨又はかかる者が保有する報奨について、本プランの目的を充足するた

め、或いは、現地法、手順又は実践上の要件を充たすために必要且つ望ましい調整、変更を行なうこと
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(ⅹ)委員会が、報奨の付与以前又は付与と同時に適切とみなし得る報奨の付与、公正又は保持に関する追加の条件、制限

事項及び規制を課すこと（付与対象者により随時行使され得る報奨の割合制限と関連同一報奨の同時行使要件を含

む。）

(xi) 第8条の規定に拘らず、報奨の譲渡可能性に関する諸規則を定めること、並びに

(xⅱ)本プランに基づき必要とされる、或いは委員会がプランの運営上必要又は望ましいとみなすその他の決定及び判断を

行なうこと

 (d) 　本プラン又は報奨契約に関連する全ての事項に関する委員会の決定は、その唯一の裁量においてなされ、決定的且つ

最終的なものとする。委員会の構成員はいずれも、本プラン又は報奨に関して善意で行った行為又は決定に対していか

なる責も有さないものとする。

 

5.　　適格性

報奨は、当社又はその国内子会社の従業員（役員を含む。）、当社の海外子会社の従業員、役員又は取締役（ただし、当社の

保有が全クラスの株式を合わせた総議決権又は総価額の50%未満である国内又は海外子会社の従業員、役員又は取締役である場

合は、かかる付与が当社の正当な事業目的となるよう、当該従業員、役員又は取締役及び当社間に十分な関係がある場合のみ

報奨を付与することができる。）、並びに当社の非従業員取締役に付与することができる。報奨が付与される個人を選定する

にあたって、また各報奨の対象となる株式数と各報奨に適用されるその他の諸条件を決定するにあたって、委員会は、本プラ

ンの目的を促進するにあたって、関連するとみなされる要因を考慮するものとする。

 

6.　　付与の条件

(a) 一般条件

(xⅲ)報奨の「付与日」とは、委員会が報奨を付与する日又はそれより以後の委員会が前もって規定した日とする。

(xiv)各報奨の期間は付与日から10年間までとする。

(xv)付与対象者は、別途適格性を有する場合、追加の報奨を組み合わせて付与され得る。

(b) ストックオプションの付与とオプション価格　ストックオプションとは予め設定されたオプション価格で株式を購入す

る権利を意味する。ストックオプションの付与日までに、委員会はかかるストックオプションのオプション価格を設定

するものとする。ストックオプションの1株当りオプション価格は当該付与日における株式の公正市場価額の100%以上と

する。かかるオプション価格は第22条で定める調整に従うことを条件とする。提供される報奨契約において、ストック

オプションは制限株式を対象として行使可能であると定めることができる。委員会は、第22条で定める場合を除き、当

社株主の承認がなければ次の行為を成すことができない。すなわち、(ｉ)ストックオプションの付与後に1株当りオプ

ション価格を下げること、(ⅱ)1株当りオプション価格が株式の公正市場価額を上回った場合に、ストックオプションを

解約し、現金若しくは他の報奨に交換すること（支配権の変更の場合を除く。）、(ⅲ)ストックオプションに関し、

ニューヨーク証券取引所諸規則に基づき価格改定とみなされるその他の行為をなすこと。

(c) 株式賞与の付与　委員会はその裁量において、当社の業務執行役員を除いた第5条に基づき報奨を受領する資格を有する

従業員に対して、株式を付与することができる。
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(d) 配当同等物の付与　委員会はその裁量において、配当同等物を付与することができる。これは、特定の株式又は特定の

株式数に関して支払われるべき配当により測定された現金額又は株式を受領する権利を意味する。配当同等物は、別種

類の報奨の一部として付与されることができ、また委員会が決定する諸条件に服することを条件とする。ただし、委員

会は、内国歳入法第409A条において税金の支払い義務が生じる方法での配当同等物の支払いは行わないものとする。

(e) 制限株式ユニット（RSU）の付与　委員会はその裁量において、RSUを付与することができるが、この報奨は株式建てで

あり、株式により支払うことができ、当社株式への参照により一部又は全部において価値付けされる。RSUは、（委員会

の決定により）現金、株式又はその両方により支払いを受ける権利を表し、委員会の定める諸条件に従うものとする。

(f) その他の株式に基づく報奨の付与　委員会はその裁量において、その他の株式報奨を付与することができる。これら

は、ストックオプション（インセンテイブ・ストック・オプションを含まない。）、株式賞与、配当同等物及び制限株

式ユニットを除くその他の報奨であり、当社株式建てであり、当社株式への参照により一部又は全部において価値付け

され、あるいは当社株式に基づき又は関連するものである。本第6条(f)に基づき付与されたその他の株式に基づく報奨

の購入、行使、交換又は転換は、委員会により明記される諸条件又は方法に基づきなされる。その他の株式に基づく報

奨の価額が、公正市場価額の決定日において、公正市場価額がかかる報奨の行使又は付与価格を上回る超過分の差額に

基づいている場合、かかる報奨の行使又は付与価格は付与日現在の公正市場価格の100%を下回らないものとする。かか

る報奨の価額が株式の全体額に基づく場合、且つかかる報奨が役務により権利確定する報奨である場合、かかる報奨は

最低権利確定要件に服することを条件とする。委員会は、第22条で定める場合を除き、当社株主の承認がなければ次の

行為を成すことができない。すなわち、(ｉ)付与後に株式評価権の行使価格を下げること、(ⅱ)行使価格が株式の公正

市場価額を上回った場合に、株式評価権を解約し、現金若しくは他の報奨に交換すること（支配権の変更の場合を除

く。）、(ⅲ)株式評価権に関し、ニューヨーク証券取引所諸規則に基づき価格改定とみなされるその他の行為をなすこ

と。

 

7.　　付与対象者の役務提供契約

委員会はその裁量において、報奨を付与される各付与対象者に対し、かかる付与対象者の報奨契約を履行すること、かかる者

が付与日から少なくとも1年間は当社若しくはその子会社での就労を継続すること、或いは非従業員取締役として留任する旨に

合意することを求めることができる。付与対象者の雇用の期間又は非従業員取締役としての役務の期間に関する当社又はその

子会社のいかなる義務も、本プランの条件、本プランに基づく報奨の付与又は報奨契約に黙示されていないものとする。当社

及びその子会社は、適用日以前に存在したものと同等の、付与対象者の雇用を終了する権利を留保する。

 

8.　　譲渡禁止

本プランに基づき付与された報奨はすべて、遺言又は相続及び分配法によるものを除き、譲渡、抵当設定、売却、譲受け又は

処分の対象とすることはできない。ただし、委員会による別段の定めのない限り、付与対象者は、付与対象者が死亡した場合

に当該報奨を行使又は保有することとなる受益者を書面で指名することができる。付与対象者の死後に受益者が報奨を保有す

る場合、報奨の譲渡は、遺言又は相続及び分配法によってのみ可能となる。
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9.　　行使

(a) ストックオプションの行使　第4条(c)(vii)、12、13及び21並びに委員会が課し得る諸条件に服することを条件として、

各ストックオプションは、委員会が決定した内容及び時期において行使可能とする。ただし、委員会が別途決定しない

限り、各ストックオプションは同ストックオプションの付与日の第1応当日より早くない日より一括又は複数分割の回数

において行使可能とする。

各ストックオプションは、かかるストックオプションの対象となる株式の規定数を購入する以降通知の引渡により行使

されるものとする。かかる通知は、当社が定め、当社の要件に見合った方式でなされるものとする。ストックオプショ

ンが行使される対象となる株式のオプション価格は、行使時に全額支払われる。支払は、付与対象者の選択において、

以下のうちいずれか、又は以下うちいずれかの組み合わせによりなされ得る。

 

(xvi)現金

(xvii)委員会による別段の決定がある場合を除き、付与対象者が保有する、行使時点において公正市場価額の値を有する

株式

(xviii)委員会の承認のある場合、付与対象者が保有する、行使時点において公正市場価額の値を各々有する制限株式

(xix)委員会が別途決定しない限り、連邦準備制度理事会のレギュレーションTに許容されるとおり、行使により取得され

る株式の仲介業者を通じた同時売却を通じて

株式がオプション価格の支払のために使用される場合、かかる株式は、委員会が別途決定しない限り、ストックオプ

ションの行使日前の6ヶ月間付与対象者によって保有されていなければならない。かかる支払は、実際の引渡又は証明

によってなされ得る。

 

(c) 行使時期/失効　本書にこれと異なる定めがあっても、ストックオプションが本プラン（本書の第12条を含むがそれに限

定されない）の条項に基づいて行使可能となる最終日が営業日ではない場合、かかるストックオプションが行使可能で

ある最終日は、当該日直前の最終営業日とする。

 

10.　　内国歳入法第83条(b)に基づく通知

委員会は、付与日又はそれより後の日において、付与対象者が以下に記載される選択を行うのを禁じることができる。委員会

がかかる付与対象者にかかる選択を禁じた場合、また付与対象者が、ストックオプションの行使又は制限株式の付与に関し

て、内国歳入法セクション83(b)に従って許容される選択（すなわち、内国歳入法セクション83(b)に規定される金額を譲渡年

に付与対象者の総所得に含めるという選択）をなすものとする場合、かかる付与対象者は当社に対して、内国歳入法セクショ

ン83(b)の権限に基づき発表されるレギュレーションに従って要求される書類提出及び通知の要件に服することに加え、米国内

国歳入庁への選択通知提出から10日以内にかかる選択について通知するものとする。
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11.　　源泉徴収税

(a) 本プランに基づき、現金又は株式が報奨の行使又は支払いにおいて引渡される時、又は報奨に関して付与対象者への課

税が発生するその他事項が生じる時は、常に、当社は(ｉ)付与対象者が当該報奨に関連する全ての米国の連邦、州及び

地方の源泉徴収税の要求を満たすのに十分な額を送金すること、(ⅱ)別途付与対象者に起因する報酬から、又は本プラ

ンに基づき付与対象者に起因する株式からの合計額の源泉徴収、(ⅲ)委員会により適宜規定されるその他の方法、又は

(ⅳ)上記(ｉ)(ⅱ)(ⅲ)の組み合わせを求める資格を有するものとする。

(b) 本プランに基づき付与されたインセンティブ・ストックオプションにより取得される株式に関して（内国歳入法セク

ション421(b)に定義される）非適格処分がなされる場合、又は第10条に基づく選択がなされる場合、かかる非適格処分

又は選出を行う個人は、当社に対して、かかる処分又は選出により生じた全ての米国連邦、州及び地方の源泉徴収税を

充足するのに十分な金額を送金するものとする。ただし、前述に代わり、又は前述に加え、当社はかかる税の合計額

を、付与対象者の報酬又は本プランに基づき付与対象者に帰する株式から徴収する権利を有するものとする。

(c) 上記に関らず、いかなる場合も本プランに基づき付与対象者に発生する株式形式による源泉徴収又は送金額は、適用法

により求められる最低額を上回ってはならない。ただし、米国外で勤務する付与対象者であって、かかる源泉徴収額が

当該最低額を上回る場合を除くものとするが、この場合も、適用される税法及び規則に基づき付与対象者に関し源泉徴

収されるべき実際の額を上回っていない場合とする。

(d) 当社は、米国の法律又は米国外の法域における法律に基づき、報奨が税務上の優遇措置を受けられるよう、また税務上

不利にならないよう尽力するものであるが、本プランに別段の定めのある場合といえども、当社はかかる趣旨について

表明するものではなく、税務上の優遇措置又は不利な税務措置の回避についてのいかなる誓約も明白に否定するもので

あり、報奨に基づく支払が税務上の優遇措置を受けられない又は受けられなくなった場合、或いは、税務上不利な措置

が回避できない場合であっても、当社は付与対象者又はその他いかなる者に対しても責任を負わないものとする。当社

は、付与対象者に税務上の影響が出る可能性がある場合であっても、企業活動を制約されることはないものとする。

 

12.　　雇用の終了

(a) 付与対象者の雇用が終了する場合における当該報奨の取扱いについては、適用される報奨契約で規定するものとする。

報奨契約に特段の規定のない場合、権利未確定の報奨は全て付与対象者の雇用の終了により失権するものとし、権利確

定済みストックオプションは雇用の終了から90日目まで行使可能となる。

(b) 委員会の裁量　上記に関らず、適用法に準ずる必要のある場合を除き、委員会は、付与後の変更が付与対象者にとって

有利である場合、特定の報奨に対する雇用の終了の影響が当該報奨契約の内容と異なるとの決定を下すことができる。

ただし、委員会は、(i)付与日後、未行使のストックオプション又は株式評価益権の行使時期を付与日の第10応当日（又

は報奨の本来の満了日が先の場合は、本来の満了日）以降に延長する権限、或いは(ⅱ)内国歳入法第409A条に基づき税

金の支払い義務が生じる報奨の条件を与える権限を有しないものとする。
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13.　　取締役職の終了

(a) 取締役の当社取締役職が終了する場合における当該報奨の取扱いについては、適用される報奨契約で規定するものとす

る。報奨契約に特段の規定のない場合、権利未確定の報奨は全て当該取締役の取締役職終了により失権するものとす

る。

(b) 委員会の裁量　上記に関らず、委員会は、付与後の変更が付与対象者にとって有利である場合、特定の報奨に対する取

締役職の終了の影響が当該報奨契約の内容と異なるとの決定を下すことができる。ただし、委員会は、(i)付与日後、未

行使のストックオプション又は株式評価益権の行使時期を付与日の第10応当日（又は報奨の本来の満了日が先の場合

は、本来の満了日）以降に延長する権限、或いは(ⅱ)内国歳入法第409A条に基づき税金の支払い義務が生じる報奨の条

件を与える権限を有しないものとする。

 

14.　　海外子会社のエクイティ・インセンティブ・プラン

委員会は、報奨を付与するためのプランを採択し、或いは、海外子会社に対し採択することを認可することができる（以下

「フォーリン・エクイティ・インセンティブ・プラン」という。）。フォーリン・エクイティ・インセンティブ・プランに基

づき付与された全ての報奨は、本プランに基づく付与として取り扱われる。かかるフォーリン・エクイティ・インセンティ

ブ・プランは、委員会が許容する、本プランの規定と合致しない諸条件を有するものとする。

 

15.　　証券法上の問題

(a) 委員会が1933年証券法（その後の改訂を含む。）、並びに同法に基づく諸規則及び規定に従うことが必要とみなす場

合、委員会は、付与対象者による書面での投資計画表明を求め、また制限についての説明文が株券に添付されることを

求める場合がある。

(b) 当社の法律顧問の意見書に基づいて、委員会が、報奨の行使若しくは失権不能、又は報奨に基づく利益の引渡が、(i)米

国連邦、州、海外若しくは現地の証券法、又は(ii)当社の持分証券が上場されている証券取引所の上場要件の適用規定

（これらを総称して「証券法要件」という。）に違反すると判断した場合、委員会は、(A)場合によっては、かかる行

使、失権不能化又は引渡がこうした法律又は要件に違反しなくなった日以後30日以内において、かかる行使、失権不能

化又は引渡を延期することができ、或いはまた（B）かかる証券法要件の対象となる報奨の一部又は全部を、付与対象者

に対する対価支払いの有無を問わず、修正又は解約することができる。

 

16.　　資金拠出

本プランに基づき支払われるいかなる者に対する利益も、当社により直接支払われるものとする。当社は本プランに基づく利

益に対する資金拠出、又はその支払に別途分離資産を使用することを求められるものではない。

 

17.　　雇用権の不存在

本プランの策定又は報奨の付与は、(a)付与対象者に対し、当社若しくはその子会社による雇用を継続させる権利、又は本プラ

ンに具体的に規定されていない利益に対する権利を付与するものである、又は(b)何らかの方法において、当社若しくはその子

会社の従業員給付制度を変更、修正又は終了する当社若しくはその子会社の権利を変更するものであると解釈されるものでは

ない。
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18.　　株主としての権利

付与対象者は、（制限株式を除く）報奨を理由に、報奨の行使又は支払により引渡され得る株式に関し、かかる株式が実際に

同対象者の元に引渡されるまで当社の株主としての権利を有さないものとする。

 

19.　　支払の種類

本プランに基づく株式にかかる付与、現金支払又は引渡は、付与対象者に対する特別インセンティブ支払金を構成するもので

あり、(a)当社又はその子会社の年金、離職、利益共有、ボーナス、生命保険又はその他の従業員給付制度、又は(b)当社又は

その子会社と、相手方として付与対象者の間に締結された契約に基づく（ただしかかる制度又は契約が別途明白に規定する場

合を除く。）、年金、離職、死亡又はその他の給付金を決定するための付与対象者の給与又は報酬額を算定するにあたって考

慮されるものではないものとする。

 

20.　　決定の不均一

本プランに基づく委員会又は取締役会の決定は、いずれも均一である必要はなく、委員会又は取締役会によって、報奨を受領

する又は報奨を受領する資格を有する個人のうちで、選択的になされ得る（かかる個人らが同一状況にあるか否かに関らな

い。）。前文の一般性を限定することなく、委員会はなかんずく、(a)付与対象者の属性、(b)報奨の諸条件及び規定、及び(c)

第12条に基づく雇用の終了についての取扱いに関し、不均一且つ選択的な決定を行い、不均一且つ選択的な報奨契約を締結す

る権利を有するものとする。

 

21.　　支配権の変更に関する規定

本プランの相反するいかなるその他の規定に拘らず、本第21条の規定は、（適用される報奨契約に示されるとおり）報奨の付

与に関して委員会が別途決定しない限り、支配権の変更において適用されるものとする。

(a) 支配権の変更時において、その時点で発行済の各ストックオプション及び株式評価益権、並びにその他その時点で発行

済の報奨で役務期間により権利確定する報奨（それぞれを「被代替報奨」という。）は、第21条（b）の要件を充たす他

の報奨（「代替報奨」という。）に取って代えられるものとする。ただし、(i)第21条（b）の要件を充たす代替報奨を

発行できない場合（例えば公開されている持分証券が利用できず、第21条（b）の一文目の(ⅲ)に記載の要件が充たされ

ないなどの理由から）、或いは（ⅱ）支配権の変更の前のなんどきであれ委員会がその旨決定している場合、支配権の

変更時、各被代替報奨は全て制約なく、権利確定し行使可能となる。被代替報奨ではない報奨（例えば、ストックオプ

ション及び株式評価益権以外の、役務期間により権利確定しない報奨）の取扱については、当該報奨契約に記載されて

いるとおり、かかる報奨に関連し委員会が決定するものとする。

(b) 報奨は、以下の場合において、本第21条(b)の条件を満たす（よって代替報奨としての資格を有する）ものとする。

(ｉ)被代替報奨と同じ種類の報奨である。

(ⅱ)被代替報奨の価値と同等かそれ以上の価値を有する。

(ⅲ)当社若しくは支配権の変更における当社の承継者、又は支配権の変更後当社又はその承継者と関連のある別の事業体

の公開持分証券に関連する報奨である。

(ⅳ)報奨の諸条件が以下第21条(c)の要件を充足している。
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(ⅴ)その後の支配権の変更に適用される規定を含め、当該報奨のその他の諸条件が、被代替報奨の諸条件よりも付与対象

者にとって不利なものでないこと。

前述の一般性を限定することなく、代替報奨は、前述の要件が充足する場合は、被代替報奨の継続という形をとること

ができる。本第21条(b)の条件が充足しているか否かの決定は、支配権の変更直前に構成されている委員会が、その唯一

の裁量において行う。前文の一般性を限定することなく、委員会は、本源的価値法又は公正価値法により、ストックオ

プションの報奨又は代替報奨の価値を決定することができる。

(c) かかる支配権の変更に関連して、又はかかる支配権の変更から2年の間に生じた、事由によるもの以外の雇用の終了又は

取締役職の終了により、(i)付与対象者が保有する全ての代替報奨は完全に権利確定し、且つ（該当する場合は）行使可

能となりいかなる制限事項も有さないものとし、また(ii)付与対象者が支配権の変更日時点で保有していた、又は代替

報奨を構成する、雇用の終了若しくは取締役職の終了直前に付与対象者が保有していた全てのストックオプション及び

株式評価益権は、かかる終了から少なくとも2年間又はかかるストックオプションの規定期間満了時のいずれか早期に到

来する期日まで行使可能であり続けるものとする（ただし、適用される報奨契約がより長期の行使可能期間を規定して

いる場合は、かかる規定に従うものとする。）。前文に記載されている取扱は、当該従業員が自ら発した雇用の終了に

ついては適用されないものとする。

 

22.　　特定の変更時の調整

以下に記載する事項は、法の要求する当社株主による決議、適用税法又は当社株式が上場している取引所の規則に従うものと

する。

(a) 報奨の原資株式　株式配当若しくは株式分割、資本再構成、吸収、合併、株式結合若しくは株式交換又は同様の企業変

更により当社の発行済株式数が変更される場合、委員会が付与する報奨の対象となる株式の最大数並びに1年間に各付与

対象者に付与する報奨に関連して提供されうる株式の最大数は、委員会が適切に調整するものとする。その他の事象又

は取引により当社の発行済株式数が変更される場合、委員会は、委員会が適切とみなす限りにおいて、報奨に関連して

提供される株式の数及び種類を調整することができる。

(b) 無償での発行済み株式の増減　当社株式の再分割若しくは株式結合、又は株式配当の支払（ただし、当社株式による

ものとする。）により当社の発行済み株式数が増減する場合、或いはその他、当社からの対価の支払いを受けることな

く当社の株式数が増減する場合、委員会は、委員会が適切とみなす限りにおいて、未行使報奨の原資株式の数及びかか

る報奨の1株当り行使価格を調整することができる。

(c) 特定の吸収合併の場合　吸収、合併又は同様の取引により株式保有者が対価（かかる取引の存続会社の有価証券のみで

構成される。）を受領する場合、委員会は、委員会が適切とみなす限りにおいて、報奨の原資株式の保有者がかかる吸

収合併において受領したであろう有価証券数に該当するよう、吸収合併日現在における未行使の各報奨を調整すること

ができる。

(d) 特定のその他の取引　(ｉ)当社の解散又は清算、(ⅱ)（連結ベースでの）当社資産の全部又は実質的に全部の売却、

(ⅲ)合併、統合又は株式保有者が有価証券若しくはその他現金等の財産（かかる取引における存続会社の株式を除

く。）を受取ることとなる当社に関る同様の取引、が行われる場合、当社は、単独の裁量権により以下のことをなす権

限を有する。
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(ｉ)かかる事象の発生の直前に各報奨（その時点で行使可能であるか、権利確定済みであるかを問わない。）を解約する

こと、また、かかる解約においては、当該報奨の原資株式1株について、委員会の決定する当該報奨の価値に相当する

額を対価として現金にて付与対象者に支払うこと。ただし、未行使のストックオプションの価値は、(A)当該事象の結

果株式保有者が受取る（現金を含む）財産について当社が決定する価値が、(B)当該ストックオプションの行使価格を

上回る場合の差額に相当するものとする。

(ⅱ)各報奨（その時点で行使可能であるか、権利確定済みであるかを問わない。）の代わりに、当該報奨の原資株式数の

保有者がかかる取引で支給されたであろう財産の一部又は全てについて新たな報奨を支給すること、それに付随し

て、委員会の決定により当該報奨の行使価格又は報奨の原資株式数若しくは財産額の調整を行うこと、或いはまた、

当該報奨の一部対価として、かかる報奨の付与対象者に対し（現金又は財産による）支払を行なうこと。

(e) その他の変更　当社の株式資本に変更のあった場合、或いは前述の第22(b)(c)(d)に特段の記載のない支配権の変更の

あった場合、委員会は、かかる変更発生日現在未行使の報奨の原資株式の数及び種類、並びに委員会が適切とみなす当

該報奨のその他の条件を変更することができる。ただし、かかる報奨の趣旨が適格パフォーマンス報奨であることの場

合、かかる調整は内国歳入法第162条(m)の規定に準じなければならない。

(f) その他の権利　付与対象者は、本プランに明示的に規定されていない限り、（種類に関らず）株式の分割又は結合、配

当の支払、（種類に関らず）株式数の増減、当社又はその他の会社の解散、清算、合併又は統合を理由に、何らかの権

利を有することはないものとする。プランに明示的に規定されていない限り、当社がいかなる種類の株式を発行する場

合でも、またいかなる種類の株式に転換可能な有価証券を発行する場合でも、報奨の対象となる株式の数や財産の額又

は諸条件に影響を与えることはなく、また、上記を理由にこれらについていかなる調整が行なわれることもない。

(g) 保留条項　本第22条のいかなる規定も、内国歳入法第409A条に基づき納税義務を発生せしめることとなる場合は、実施

されないものとする。

 

23.　　適格パフォーマンス報奨

(a) 本プランの規定は、行使時に（内国歳入法第162条(m)(3)の意味の範囲において）「対象従業員」である、又はその可能

性のある付与者に対して本プランに基づき付与される全てのストックオプション及び株式評価益権が内国歳入法第162条

(m)の例外規定の資格を有し、よって、かかる報奨の全てが適格パフォーマンス報酬とみなされるものとし、また本プラ

ンはその意図に則して解釈、運営されるものとする。前文に言及される規定は、第3条(b)に記載される付与対象者に対

するかかる報奨の総額、委員会は内国歳入法第162条(m)の例外規定の目的上「社外取締役」であるための要件を充足す

るとの第4条(a)の要件、定格パフォーマンス報奨に関する委員会の裁量の制限、並びにストックオプションのオプショ

ン価格は付与日現在の当社株式の公正市場価額を下回らないものとするとの第6条(b)の要件（この要件は適格パフォー

マンス目標を構成する。）を含むがこれに限定されない。株式評価益権の価値を決定するための基準価格は付与日現在

の当社株式の公正市場価額を下回らないものとする（この要件は適格パフォーマンス目標を構成する。）。

(b) 委員会は、報奨（ストックオプション又は株式評価益権を除く。）を、各ケースにおいて、(ⅰ)付与対象者がかかる報

奨に関して、内国歳入法第162条(m)(3)の意味の範囲において）「対象従業員」である、又はその可能性がある、並びに

(ⅱ)委員会はかかる報奨を内国歳入法第162条(m)の資格を有することを望むとの決定に基づいて、その付与にあたって

適格パフォーマンス報奨の指定をなすことができる。

EDINET提出書類

マクドナルド・コーポレーション(E05763)

臨時報告書

22/24



(c) 各適格パフォーマンス報奨（ストックオプション又は株式評価益権を除く。）は、1つ以上の適格パフォーマンス目標の

達成によって、委員会が適当と判断する継続雇用などのその他の条件が充足された場合、利益授与、権利確定又は支払

がなされるものとする。ただし、(ⅰ)委員会は、かかる報奨の付与に関して又はその後の修正に関して、かかるパ

フォーマンス目標の達成は、付与対象者の死亡又は障害により権利放棄される旨を規定することができ、且つ(ⅱ)第21

条の規定は本文に拘らず適用されるものとする。

(d) 適格パフォーマンス目標は、絶対目標又は当社に匹敵する1つ以上の他の企業又は複数企業を対象とする指標のパフォー

マンスに対する相対目標の形態をとることができる。適格パフォーマンス目標を設定するにあたって、委員会は、各々

が米国において一般に公正妥当と認められた会計原則に基づき定義される用語としての、事業再編費、非継続事業、特

別項目、会計方針の変更による累積的影響額、資産減損及び為替変動影響額及びその他の経常又は非経常項目の影響を

除外するものとし、また各場合において、かかる除外項目は、当社の財務書類、当社の財務書類の注記及び/又は当社の

財務書類中の経営陣による論考と分析への言及により客観的に決定可能である旨を記載することができる。

(e) 第23条(d)に明確に規定される場合を除き、適格パフォーマンス報奨は、適用される適格パフォーマンス目標の達成を放

棄する、又は報奨に基づき支払われる金額又はその価額を増額させるように、又は別途適格パフォーマンス報奨が内国

歳入法第162条(m)の例外規定の資格を失うように、修正されることはできず、また委員会は、本プランに基づく適格パ

フォーマンス報奨につき本プランに基づき委員会が別途有し得る裁量権を行使することはできない。

 

24.　　本プランの修正

取締役会又は委員会は、その時々に、その裁量において、当社株主の承認なくして本プラン又は報奨を修正することができ

る。ただし、(ｉ)当社の持分証券が上場されている国内証券取引所の上場要件に基づき要求される場合、及び(ⅱ)(A)オプショ

ンのオプション価格の引下げ、(B)ストックオプションのオプション価格が株式の公正市場価額を上回る場合における、現金又

はその他報奨との引き換えによるストックオプションの解約（支配権の変更に関連する場合を除く。）、或いは(C)ニューヨー

ク証券取引規則に基づき価格改定とみなされるストックオプションに係るその他の行為、につながる修正の場合はこの限りで

ない。付与対象者の同意なしに、過去に付与された報奨に対して悪影響を及ぼすような修正はできないものとする。ただし、

(x)適用法、証券取引所規則又は会計規則を順守するために行われた修正の場合、及び(y)かかる報奨の価値を著しく下げるも

のではない修正の場合は、この限りとしない。さらに、かかる修正については、適格パフォーマンス報奨が内国歳入法第162条

(m)の資格を失うような修正を行うことはできない。

 

25.　　本プランの終了

本プランは適用日の10年後の応当日又は取締役会が決定するより早期の日に終了するものとする。本プランの一部又は全部の

終了は、本プランに基づきその時点で発行済であった報奨に影響を与えるものではない。
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26.　　非合法取引の禁止

本プラン及び本プランに従って付与される全ての報奨は、本プラン及び報奨に適用され得る全ての政府機関の諸規則及び法に

服することが条件とされ、本プラン及び報奨の規定に拘らず、報奨の行使又はそれによる利益の受領に関し、また当社の付与

対象者に対する株式の引渡又は利益の支払義務に関し、かかる行使、引渡、利益の受領又は支払が、付与対象者又は当社によ

る当該法又は規則の条項に違反している場合、付与対象者は、かかる報奨の行使又はそれによる利益の受領の資格を有さない

ものとし、また当社は付与対象者に対する株式の引渡又は利益の支払義務を有さないものとする。このような事態の場合、或

いは当社が規制当局からの承認を取得又は維持できない場合（かかる承認は本プランに基づく株式の適法な発行又は売出しに

必要と当社がみなすものである。）、当社は当該株式を発行又は売出しできないことの責任を負うものではなく、影響を受け

る付与対象者に対する対価を支払うか否かに関らず、かかる株式を対象とする報奨について修正又は解約することを委員会が

決定できる事態を構成するものとする。

 

27.　　準拠法

法の選択に関する法を除き、本プランに関する全ての事項はイリノイ州法に準拠するものとする。

 

28.　　可分性

本プランの全部又は一部が裁判所又は政府機関により非合法又は無効であると宣言された場合、かかる非合法性又は無効性

は、非合法又は無効であるとの宣言がなされていない本プランのその他の部分を無効とするものではない。非合法又は無効で

あると宣言された条項又は条項の一部は、可能な場合、最大限可能な程度においてまで、かかる条項又は条項の一部の規定を

合法性及び有効性を保つよう実施する方法において解釈されるものとする。

 

29.　　第409A条

本プランの条項により内国歳入法第409A条に基づき税金の支払い義務が生じる範囲において、かかる条項は有効とならないも

のとする。本第29条又は内国歳入法第409A条を参照した本プランのその他の条項に基づいたいかなる行為又は不履行について

も、委員会、取締役会又は当社が請求、債務又は費用の負担対象とならず、委員会、取締役会又は当社のいずれも補償の義務

を負わず、内国歳入法第409A条に基づく税金の支払い義務から付与対象者を保護する義務を負わないものとする。
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